










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（Consumer Electronics Show）（注１）では、次世代自動車、ドローン、VR（virtual reality）が
注目テーマとされていたが、一方で2017年の本命はスマートスピーカーであるとの評も大勢を
占めていた。アマゾンエコーやグーグルホームがCESを席巻した流れは、広く世界に拡散し、
各国、主要企業における固有のスマートスピーカー開発を促すようになり､製品化､市場デビュ
ーを急ぐ動きが多く伝えられている。日本でもLINEが逸早く対応し、2017年秋には人の指示
を理解するスピーカーを販売予定と、春の時点で公にしていたが、果たせるかな2017年10月初
め、実際、グーグルと共に日本におけるAIスピーカー時代の先陣を切った。発売間もなく各
社のAIスピーカー関連コマーシャルは、かなり耳目を刺激するようになっており、日本にお
ける市場の形成、拡大を図る戦略の行方が注目される。AIスピーカーは、音声認識や自然言
語処理に特化した独自のAIプラットフォームを搭載していることから、音声による操作や会
話が可能であり、米国では、アマゾンエコーが2015年６月、一般向けに製品市場を開放して以
来、大変な人気となっている。2017年のクリスマスセールでも、各社AIスピーカーは人気ア
イテムであったようで、ある調査では、数年内に米国世帯の50％、約７千万世帯がそれを所有
することになると推計している。
　世界の新製品がデビューするグローバルなエレクトロニクスショーでは、その都度、ニュー
トレンドが際立ち、次世代ICTのキーテクノロジーやその適用範囲が話題となる。ここ数年世
界的に大ヒットとなったスマートフォンやタブレット、インフラとしてのクラウドは、CESを
経て一気に開花したとも言える。また近年、主に先進国がリードする格好で、IoT（Internet 
of Things）が広く注目を集めているが、これにはビッグデータ、AI、クラウド等の進展、更
には次世代技術５Gへの期待がベースにある。業務データ、センサーデータ等、膨大なデータ
がビジネスの現場で日々蓄積されるようになっている今日、これら宝の山ビッグデータを逸早
くスピーディに分析し、次の一手に繋いでいくことが、ビジネス業界においては極めて重要な
課題となっている。世界のトップ企業では、ビジネスのエコシステムに鑑み、データ分析から
予測モデルを作り上げる「予測分析技術（Predictive Analytics）」に注目し、最先端のAIを駆
使することでその自動化を図り、未来を高精度に予測して、ビジネスチャンスを飛躍的に増大
することが目指されている。予測分析自動化技術については、開発競争が進む中、2016年には
実証実験を成功裏に終了し、2017年には顧客への提供を様々に図った企業も出ている。実証実
験において、従前と同等あるいはそれ以上の分析精度を成果として示し、かつ驚異的なスピー
ドでそれを完遂し、感動のエクスペリエンスを関係者にもたらした新次元の技術は、畢竟経営
革新を必至とするはずである。
　以上を踏まえ、以下、第４次産業革命をリードする革新的なICT動向について概観する。
１．
　日本では、2017年６月、政府が「未来投資戦略2017」及び「経済財政運営の基本方針2017」
を閣議決定し、それらの中で中長期的成長実現のため、第４次産業革命の技術革新をあらゆる
産業や社会生活に取り入れ、様々な社会課題を解決するSociety 5.0を世界に先駆けて実現する
と明言している。第４次産業革命の根源となるのは「データ」であるとし、社会の至る所に存
在する多様なそれらを最大限活用していくには、その容易な入手、アクセシビリティの確保、
スムーズな流通等が大前提になるとしている。スマホを初め多様なツールから､それこそ構造
化の是非を問わず様々な形式のデータを収集してビッグデータ化し、AIも活用しながらそれ
らの処理・分析を行い、現状の把握や将来の予測、種々の価値創出や課題の解決を図っていく
ようになることが想定されている（図２参照）。だが、こうした潮流に与した国家レベルでの
構想の起源は、ドイツの「Industrie 4.0」である。また同国のシーメンスや米国のゼネラル・
エレクトリック（GE）は、独自に製造業でのIoT普及に取り組み、機械の稼働状況の「見える化」
や、故障を未然に防ぐ予防保全システムの実現といったイノベーションを本格化させている。
ディープ・ラーニングの登場でAIが画期的な進展を見せた後、いわゆるAI第３次ブームが全
世界的に巻き起こる中、産業界は逸早くそれを取り込み、第４次産業革命の原動力即ちデータ
を活かす新たなビジネス構想、プランニングを明確にし、その実現に向け動き始めていること
が特記される。
　今日新たなフェーズにある産業革命については、大同小異そのコア技術の共有は広範囲に及
び、全分野での効率向上が目指されている。第４次産業革命をもたらす一連の変化について
は、目下斑に進行中だが、その過程の中で逐次様々な成果が公にされている。
　さて、世界レベルでの第４次産業革命に関する熟議をみると、WEF（World Economic 
Forum）では、これまでの産業革命がもたらしたものと第４次産業革命の違いを際立たせるた
め、自明だがそれぞれを以下のようにレビューしている。第1次産業革命では家畜等の労力を
蒸気機関等の機械で代替実現し、第２次産業革命では、内燃機関や電力で大量生産を可能なら
しめ、第３次産業革命の際には、コンピュータの登場でデジタルな世界を開花させ、ICT・コ
ンピュータ、産業用ロボット等により生産の自動化・効率化を進展させてきた。第４次産業革
命については、現在正に進行中でその位相は多彩であるが、デジタルな世界と物理的な世界、
更には人間が融合する社会環境と解している。IoTの普及であらゆるものがインターネットに
繋がり、そこから得られる多様なデータを、AI等の超高速高精度の力を利活用して解析し、
新製品・サービスの開発につないでいく、いわばコネクティビティによる産業の革新が、第４
次産業革命を特徴づけるものの１つであるとしている。
　グーグルが瞬く間にアンドロイドでスマホの主導権を握ったり、コンビニがモノづくり、金
融ばかりか物流にまで大きな影響を及ぼすまでに姿を変え、ふと気づけば、これまでは敵の範
疇外であった他業種企業や規模の異なる中小零細な組織が、巨人を脅かすといったことさえ多
見されるようになっている。支配構図の変化がルールの作り手を変えることで、ビジネスモデ
ルの変革が促され、製造業領域に止まらない第４次産業革命が確実に図られつつある等、一種
のフラット化の進行が認められる。
　専ら時間に大らかな国として周知されているスペインでも、ドイツはシーメンスのプラット
フォームを適用し、別種のフラット化を実現している。政府出資100％のいわゆる国鉄に相応
する「レンフェ（RENFE）」という鉄道会社は、2017年、高速鉄道AVE（Alta Velocidad 
Española）の到着が15分遅れた場合は運賃の半額を、30分遅れた場合は全額を返金すると公言
した。総じて、最近の鉄道業界は、航空会社との競い合いで、遅延解消に躍起になっているこ
とが背景にある。レンフェでは、ドイツ・シーメンスのIoTサービスを活用して、管理全般の
業務を一括プラットフォームに担わせている。発券から運行、保守、安全に関するシステム全
般をシーメンスのクラウド上に繋ぎ、何年もノウハウを蓄積する労をスキップして、経験の差
や競争力の差を埋めるフラット化に成功している。とはいえ現時点では、看板の高速列車
AVEにのみこのシステムは適用されているだけで、他の路線は相変わらずとも聞く。因みに、
同じサービスは、ロシアの鉄道にも適用されているし、また2017年には、日本の中堅どころの、
スイッチ類を束ねる箱を製造する制御盤工場でも採用が図られている。シーメンスのクラウド
に、海外立地も含めて３つの工場を繋ぎ、人員の配置や稼働の状況、節電までを一括管理する
サービスシステムの適用で、高額投資のリスクを避けながら、大企業並みの情報管理の実現を
図ろうとしている。このプラットフォーム利用に要する費用は、クラウド使用分のみを支払う
課金制であることから、今後市場の拡大が進むと見込まれる。とにかく、この数年で、コンピ
ュータの処理能力やクラウドの技術、データ交換技術にAI等が劇的に進歩したことで、種々
のフラット化の実現が叶っていることも、第４次産業革命進行中の一端を明証しているといえ
よう。
２．
　近年、前節でも見たように、ICTを取り巻く状況はかなり激烈である。世界を動かす期待度
の高い技術やブレイクが予想される技術のランキングが、多方面で様々に報じられているが、
そこに共通して認められるものは、インテリジェントデジタルメッシュに関わるものである。
ビッグデータ、AI、IoT、加えてAR（augmented reality：拡張現実）、VR（virtual reality：
仮想現実）等は、概念から実装にシフトしていることから、それぞれの革新戦略において熟考
すべき重要なものとなっている。ビッグデータ連動生命保険やAI装備のぶつからない車の登
場、デジタリゼーションで進展するフィンテック、それにより変わる貨幣の世界に関するニュ
ースは、枚挙に暇がない。またAR、VRの利活用の場の広がりと、それらによる人の五感を凌
駕する機械の登場、IoT化工場へのシフトで繋がるモノづくりの世界等、現在第４次産業革命
は、着実に歩を進めつつあり、世界のフロンティアには、熱気、躍動感、時に焦燥が認められる。
　こうした中、今後社会を大きく変えていく技術として、AIは現在最も注目されているもの
の１つだが、既にビジネスへの適用は始動している（図２参照）。各分野におけるデータの活
用については、様々なヒストリーが認められるが、最近では若手ベンチャーによるAI活用の
提案、その成果に熱い視線が向けられている。但し、現時点でのAIは万能型ではなく、それ
ぞれのビジネスに特化したAIであることから、その活用の大前提として、先ずは十分なデー
タいわばビッグデータを確保することが予測精度を高めるには必須とされている。またデータ
分析の目的を明確にし、着目すべき特徴量を見極める鋭い眼力も、これまで以上に当然不可欠
となっている。予測結果に影響する要素は数多いため、慧眼を欠くと処理量が爆発的に増大
し、実用性の低下が必至となるリスクがあるからである。データをどのように収集し、どの特
徴量に着目するか、実際の分析処理をどのように行うかに至るまで、精緻で整然とした設計作
業が欠かせない理由がここにある。正にデータサイエンティストの力量が問われるシチュエー
ションではある。人間の経験や直感力とAIの処理能力を最適な形で融合すること、現状では
これこそがAIを活用する意義であり、ひいてはビジネスに成功をもたらす秘訣であるといえ
よう。
　AIによる大量データの超高速にして高精度な査定は、既に我々の身近な所で多くの感動的
なエクスぺリエンスをもたらしている。
　中古車販売関連でのAI適用例についてみると、販売価格をAIで予測した後、買い取り価格
の最適化へ取り組んだケースでは、専門家の予測値が±５％の誤差、一方、AI予測値の方は
±0.5%と10倍もの精度のアップが認められたとの報告がある。加えて、その作業時間もごく短
時間で完了という卓抜した仕事力を発揮した（注２）ことから、AI活用の市場拡大が進んでいる。
　伝統的なプレイヤーに替わり、卓抜した先見力を武器に、これまでとは異なる発想で、新サ
ービスや新製品を生み出す時代の変革者たち、彼らの起業を支援する手立ての方も年次広く整
えられつつある。したがって、日本でも新種の新興企業が次々と現出し、フラット化が進展し
つつある。多方面に渡る高度な知識を有し、経営において直面するあらゆる事柄に対処可能な
力を備え、如何なる局面でも戦い抜ける高い能力を有する層によって、第４次産業革命は確実
に推し進められている。
３．
　金融の世界では、現在正にディスラプションが進行中であり、フィンテックが伝統的な銀行
に対し、技術ばかりか、コスト構造やビジネスモデルまで根本的に考え直すよう急迫している。
　仮想通貨の代表格ビットコインは、2009年の誕生以来、激しい値動きを続ける中、その価格
は急騰している。17世紀のチューリップバブルを圧倒する激しい価格変動の背後には、分散処
理技術を巧みに用いて、データの改竄を事実上不可能にした「ブロックチェーン」なる仕組み
がある。仮想通貨は、所詮デジタルデータに過ぎないが、通貨イノベーションを急加速させつ
つある。2017年11月南米ウルグアイの中央銀行では、自国通貨をデジタル化した世界初の国家
版仮想通貨「eペソ」を発行している。スウェーデン中央銀行も、規制等のクリアが叶えば
2018年中に法定デジタル通貨「eクローナ」発行の可否決定を予定しているし、中国も発行検
討を表明、英国、オランダ、カナダの中央銀行も検討を進めている。「無国籍の仮想通貨」と
の競合で、自国通貨が劣勢になっては、金融政策効果減殺の懸念リスクが不可避だからである。
翻って日本銀行では、証券決済等の領域での活用を想定しているのみで、本格的な法定デジタ
ル通貨は視野になさそうである。今日、高度にICTが張り巡らされている世界では、現金依存
が８割と高い日本における資金の管理、決済の面での非効率が指弾されている。欧米や新興国
の異業種群も加勢して、電子決済やAI融資等の新技術によるキャッシュレス化を進展させつ
つある世界の趨勢に照らすと、現金決済８割、タンス預金40兆円超という現金信仰主義的日本
は、些か特異な国として映っている。しかし日本の金融インフラの高度性を踏まえ、関係業界
では、現状維持でも当面問題なしと危機感が希薄な状況にあり、通貨を含む金融全体で世界と
歩調を整え、デジタルイノベーションをどう図っていくのか、熟議と明確なビジョンとが待た
れる。
　仮想通貨については、2014年、世界最大のビットコイン取引所であったマウントゴックスが
経営破綻し、社会に衝撃を与えた。しかし、この折を除けば、ビットコインはバブル状態を継
続している。2017年の上昇スピードは急ピッチ過ぎたものの、全世界で２千万人前後の個人が
主に取引参加しているところへ、同年12月には、シカゴ・マーカンタイル取引所等でビットコ
イン先物が上場したことから、ヘッジファンド等の資金が証券市場から流入する可能性が出て
きた。だがビットコインは、企業の株式と異なり、価値の裏付けとなる業績がないため、価格
は需給に左右されやすく、いわば疑心暗鬼の中で支持が拡大しているとの見方もある。
　最新の仮想通貨の利用、特にその拡大に関しては、ICO（Initial Coin Oﬀering：新規仮想通
貨公開）の環境整備問題が、また別途分裂に関する問題が、投資家保護の点から課題視されて
いる。ICOは、資金調達を望む企業等が、仮想通貨を発行することで資金の獲得を図るもので
あり、指南書も数多く、ベンチャー企業の資金調達の幅を広げる画期的な方法ではある。但し、
一方で詐欺まがいのものも多いため、中国、韓国、日本等では規制が掛けられている。分裂問
題についても、分裂後の仮想通貨の安全対策が不十分であることから、決済、国際送金等の業
務停止リスク等、新興の取扱業者には、無国籍通貨故の不安が不可避のようである。
　さて、世界では、現金主義の日本をさておき、ICT時代ならではの貨幣、金融の自在な動き
が種々本格化し始まっている。中国のメガプレイヤ 「ーアリババ」では、グループの銀行で「網
商貸（中国語でネットショップの意味）」というサービスを展開しているが、その融資システ
ムが卓抜している。基本業務である運転資金の融資についてみると、スマホで融資申請をする
のに必要な時間が３分、融資の可否はAIが１秒で下すというスローガンを掲げるもので、人
手不要の超高速融資システムとなっている。日本では一部の金融機関が手掛け始めたばかりの
ものだが、アリババでは一般的な事業として稼働している。アリババは決済のビッグデータを
掌握しているだけに、そこから10万以上の指標と100以上の予測モデルを作成し、資金回収の
確実性をAIで判断している。金利や融資枠は利用者ごとに細分化設定しているため、元利払
停滞率は、消費者金融の数～10％程度を大きく下回る実績を誇っている。実例を示すと、スマ
ホでの資金使途等入力に数分、ほぼ即時に融資の上限額がAIにて回答され、希望する融資額
と期間を返信すると、電子決済サービス「アリペイ（支付宝）」の口座に数分で要求額が着金、
更に担保は不要というかなり利便性の高いサービスである。「アリペイ」は、当初決済の仲介
役として発足し、黎明期はファックスで入金連絡受けをしていたということだが、ICTの技術
革新をうまく取り入れて、決済から融資等へと金融事業の多角化を図り、既存の金融システム
の手が及ばない潜在需要の掘り起こしと市場の形成・拡大に奏功している。現在では、決済デ
ータが年数100億件に至る一大勢力となっており、波状的に新サービスを展開することに余念
がない。他の国にも同様の例を見ることはできるが、中国の場合、スピードとスケールがケタ
違いであり、訪問の度にその変化に驚かされている。
　とにかく中国は、現在、消費生活と貨幣の流れが大きく変化する転換点に立っている。同国
の調査会社によると、クレジットカードの与信調査通過に問題がある層のボリュームがかなり
のものなので、専らカードといえばデビットカードが主流の国情下、スマホの普及に伴い、そ
のアプリを介した決済が急伸しているとのことであった。2014年頃からスマホ決済が急に拡大
し、2016年時点での決済総額は39兆元（約660兆円）にも達して、日本のGDPを上回る程にな
っている（図３参照）｡中国では、最新の技術と膨大なデータを基に、既にフィンテックは生活
に浸透していると見取れる。しかし、ビッグデータを誇る企業と国家の垣根が、他国に比しか
なり低いことから、最新技術を取り込んだ先には、ビジネスチャンスの光明と共に、国による
監視に繋がるリスクが懸念されている（図４参照）。
終わりに
　詰まる所、IoT、ビッグデータ、AIの時代には、埋もれている重要な情報の適確な抽出が肝
であり、その有効活用に卓抜した知見を織り込んで、新サービスの創造ないし新ビジネスモデ
ルの構築を図ること、破壊的イノベーターとなって市場を席巻することが目指されているとい
える。しかし既に記した通り、宝の山ビッグデータから、人知では得難い新たな知見をAIで
得るプロセスも、前提、目的等が曖昧では、競争力の獲得に繋がる成果を期待することは難し
い。現時点では、ここに踏み込むデータサイエンティストの力量が、一連のプロセスの成否を
決することにもなるので、目下諸々手段を講じて、然るべき知見、スキルを有す人材の確保、
育成の動きが、広く産官学に認められる。だがAIの時代とはいえ、今は、シンギュラリティ
を懸念するより、ゼロから１を生み出すイノベーションに、人間の知見は欠かせないことを肝
に銘じるべきであろう。
　第３次ブームのAIについては、利便性の大幅なアップ、社会のフラット化推進が見込まれ
ることから、実装が本格的に進みつつあり、現行のルールや秩序、法制度の見直しも開始され
ている。2017年７月には、総務省がAIネットワーク社会推進会議で国際的な議論のための
「AI開発ガイドライン案」（図５参照）を作成し、OECD等で公表している。
　一昔前、ユビキタス社会が標榜されていた折のビジョン、それがIoT、AI、クラウド等関連
するICTの進展により実現可能となっている今日、これらをベースに新ビジネスモデルの提案、
競争力の獲得といったPDCAサイクルの高速回転、更にはそれらの自動化が、意義、効用の深
い理解を基に、履行されていくことが肝要な時代とはなっていることが銘記される。
綱川　菊美：新フェーズのICTと社会変革
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